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退職等年金
給付

確定拠出
年金

（企業型ＤＣ）

自営業者等 公務員等民間サラリーマン 第２号被保険者の
被扶養配偶者

1,668万人 4,129万人

第１号被保険者 第３号被保険者第２号被保険者等

6,712万人（※）

915万人

※ 20～65歳未満人口は、7,039万人。人口推計（平成28年４月）調べ。

確定給付
企業年金
（ＤＢ）

厚 生 年 金 保 険

厚生年金
基金

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ）

（代行部分）

1

加入者数
548万人

加入者数
795万人

加入員数
254万人

iDeCo

加入員数
43万人

国民
年金基金

iDeCo（個人型確定拠出年金 ）

※斜線部は、任意加入

年金制度の体系

加入者数
26万人

○ 20歳以上65歳未満人口に対し、企業年金制度等に加入している者の割合は、２４．１％
○ 厚生年金被保険者に占める企業年金加入者等の割合については、３９．３％

※ 複数の制度に重複して加入している加入者数を控除して算出。

(数値は平成28年３月末）

加入者数
443万人
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（出所）厚生年金基金・ＤＢ：生命保険協会・信託協会・JA共済連「企業年金の受託概況」、ＤＣ：厚生労働省調べ

（万人）

多くの基金が解散や
代行返上に向けて進行中

DB

DC（企業型）

厚生年金基金

適格退職年金廃止
DB減少に転じる

厚年基金
改正法施行

DB創設
厚年基金代行返上開始DC創設

2

企業年金加入者数の推移



（※）確定給付型は厚生年金基金と確定給付企業年金の加入者数の合計、確定拠出型は企業型確定拠出年金の加入者数

確定給付型と確定拠出型の加入者数の割合の推移
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企業年金制度の沿革

適格退職年金・厚生年金基金 確定給付企業年金 確定拠出年金 その他の動き

昭和37

41

平成
3
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28

29

30

・適格退職年金創設

・厚生年金基金制度創設

・適格退職年金の10年後廃止決定

・代行返上（将来返上分）開始
・代行返上（過去期間分）開始

・適格退職年金の廃止
・厚生年金保険法等改正法施行

・確定給付企業年金法案提出
・確定給付企業年金法成立
・確定給付企業年金法施行

・ポータビリティの拡充

・給付設計の弾力化

・リスク分担型企業年金の導入
リスク対応掛金の導入

・確定拠出年金法案提出
（→臨時国会で再提出）
・確定拠出年金法成立
・確定拠出年金法施行

・拠出限度額引上げ
・中途脱退要件の緩和

・拠出限度額引上げ

・年金確保支援法成立
-マッチング拠出導入
-中途脱退要件の緩和
・拠出限度額引上げ

・改正確定拠出年金法成立

・改正確定拠出年金法施行
-iiDeCoの加入者範囲の拡大等

-掛金の拠出単位の年単位化

-中小企業施策の充実（簡易型DC、小規模
事業主掛金制度の導入等）
-運用の改善（指定運用方法、運用商品提供
数の上限の設定等）

・バブル崩壊

・規制緩和推進計画を閣議決定
（確定拠出年金の導入を検討）
・金融ビッグバン
・退職給付新会計基準導入

・退職給付会計基準改正
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厚生年金基金の状況

平成２５年度末 現存基金
５３１基金

解散等
の方向
６８基金

解散基金
３７４基金

代行返上
８３基金

現存基金
７６基金（１４．３％）

解散等基金
４５７基金（８５．７％）

平成２９年５月末現在

※ 平成27年4月及び平成27年6月にそれぞれ1基金が分割設立していることから、合計基金数は合わない。

＝５３３

未 定
８基金
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確定給付企業年金（ＤＢ） 確定拠出年金（ＤＣ）

制度の概要
厚生年金基金と異なり、国の厚生年金の代行を行わず、上乗
せの年金給付のみを行う制度

拠出された掛金が個人ごとに明確に区分され、掛金とその運用
益との合計額をもとに給付額が決定される制度

掛金負担
事業主拠出を原則とし、加入者負担については本人の同意を
条件に可能とする

【企業型】事業主負担（加入者も事業主負担を超えずかつ拠出
限度額の範囲内で拠出可能）
【個人型】加入者負担

給付

【開始時】
60歳以上65歳以下の規約で定める年齢
【給付形態】
老齢年金又は老齢一時金

【開始時】
60歳以上65歳以下（加入期間によって異なる）
【給付形態】
老齢年金又は老齢一時金

税制

拠出時

【事業主】
全額損金算入
【加入者】
生命保険料控除（年４万円限度）

【事業主】
全額損金算入
【加入者】
小規模企業共済等掛金控除＜拠出限度額あり＞

運用時 積立金について1.173%の特別法人税を課税
(注)平成31年度末まで課税停止

積立金について1.173%の特別法人税を課税
(注)平成31年度末まで課税停止

給付時

【老齢年金】
雑所得課税（公的年金等控除）
【老齢一時金】
退職所得課税（退職時のみ）又は一時所得課税

【老齢年金】
雑所得課税（公的年金等控除）
【老齢一時金】
退職所得課税（退職時のみ）又は一時所得課税

確定給付企業年金（ＤＢ）・確定拠出年金（ＤＣ）の概要
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確定給付企業年金の制度改正等の主な経緯

年 月 内 容

平成13年６月

平成14年４月

平成15年１月

９月

平成16年６月

平成17年10月

平成21年３月

平成23年８月

平成24年１月

９月

平成25年６月

平成26年４月

平成29年１月

確定給付企業年金法の成立

確定給付企業年金制度の施行

・ 代行返上（将来期間分）開始

厚生年金基金解散・移行認可基準の改正

・ 代行割れ厚生年金基金の代行返上（将来期間分）が可能に

代行返上（過去期間分）開始

確定給付企業年金法等の改正（軽微な事項の規約変更の手続の簡素化等）

企業年金のポータビリティの拡充

給付設計についての弾力化の実施

年金確保支援法の成立

・ 退職時年金支給のうち年齢要件の拡大

制度運営の効率化、財政状況の的確な把握の観点からの省令改正

財政運営基準等の見直しに係る省令及び通知改正

改正厚生年金保険法の成立

改正厚生年金保険法の施行（厚生年金基金から確定給付企業年金への移行等の支援の実施）

改正確定給付企業年金法施行令等の施行（リスク対応掛金やリスク分担型企業年金の導入）
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5,008

7,405
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確定給付企業年金の財政 ～継続基準と非継続基準～

（出所）企業年金連合会「財政・事業運営実態調査」

（※１）ＤＢの財政状況等は、企業年金連合会の調査対象となった600～700程度のＤＢが対象。資産は純資産。財政運営の基準は、財政検証においては
純資産と責任準備金等とを比較して、基準を満たしているかどうかを判断することとなっている。

（※２）継続基準：現在の資産＋将来に入ってくる掛金（予定）で、将来にわたり給付が支払えるかどうかを確認する基準
非継続基準：現在の資産でこれまでの加入期間分の給付が支払えるかどうかを確認する基準

《ＤＢの財政状況等（各年度末）》

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27

予定利率3.5%以上の
制度の割合 27% 22% 17% 13% 9% 7%

①継続基準を
満たさない制度の割合

39% 43% 14% 6% 3% 4%

②非継続基準を
満たさない制度の割合

59% 56% 43% 29% 17% 22%

《ＤＢの資産／負債の状況（平成27年度末）》

資産

33.0兆円

責任準備金

28.0兆円

（継続基準）

資産

33.0兆円

最低積立
基準額

29.4兆円

（非継続基準）

調査に回答した675制度の計

調査に回答した674制度の計
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企 業 型 確 定 拠 出 年 金

確定給付型の年金制度を実施している場合

企業型確定拠出年金の特徴
○ 厚生年金被保険者等のうち、企業型確定拠出年金を実施する企業に勤務するものが加入する。
○ 事業主の拠出した掛金の全額が損金算入の対象（ただし、拠出限度額あり）。
○ 規約に定めがあれば、事業主掛金に上乗せして加入者自らも掛金を拠出でき、拠出した全額が小規模
企業共済等掛金控除の対象（加入者拠出は事業主負担を超えずかつ拠出限度額の範囲内で可）。

○ 企業にとっては、掛金の追加負担が生じないので、将来の掛金負担の予測が容易。

企業型確定拠出年金の対象者と拠出限度額

確定給付型の年金制度を実施していない場合

基 礎 年 金
厚 生 年 金

サラリーマン（第２号被保険者）

確定給付型の年金制度

拠出限度額
月額5.5万円
（年額66万円）
（※１）

拠出限度額
月額2.75万円
（年額33万円）
（※２）

企業型確定拠出年金の概要

（※）企業は、上記の拠出限度額の範囲内で、ポイント制等により、個々の従業員ごとの拠出額を労使協議を経て設定。

（※）企業型年金加入者が個人型年金にも加入するためには、企業型年金規約に個人型年金同時加入可能である旨が定められている必要性がある。
（※１）個人型年金にも加入する場合は、拠出限度額が月額3.5万円（年額42万円）となる。
（※２）個人型年金にも加入する場合は、拠出限度額が月額1.55万円（年額18.6万円）となる。 10



民間サラリーマン等（第２号）自営業者等（第１号）

月
額
6.8
万
円

拠出限度額
月額6.8万円
（年額81.6万円）
から国民年金基金等の
掛金を控除した額

国民年金基金

iDeCoの特徴
○ 基本的に20歳以上60歳未満の全ての方が加入できる。
○ 加入者が拠出限度額の範囲内で任意に掛金を設定し、積み増すことが可能。
○ 拠出した掛金の全額が、小規模企業共済等掛金控除の対象（ただし、拠出限度額あり）。
○ 国民年金基金連合会が実施主体。

iDeCoの対象者と拠出限度額

基 礎 年 金

厚 生 年 金

拠出限度額
月額 2.3万円
（年額27.6万

円）

iDeCo（個人型確定拠出年金）の概要

（※）上記の限度額範囲内で、各加入者が拠出限度額を任意に選択して設定。
（※）企業型年金加入者が個人型年金にも加入するためには、企業型年金規約に個人型年金同時加入可能である旨が定められている必要性がある。

専業主婦等（第３号）

企業型
確定拠出年金
月額3.5万円
（年額42万円）

拠出限度額
月額 2.3万円

（年額27.6万円）

確定給付型の
年金制度

拠出限度額
月額 2.0万円

（年額24.0万円）

企業型確定拠出
年金

月額1.55万円
（年額18.6万円）

拠出限度額
月額 1.2万円
（年額14.4万

円）

11
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確定拠出年金の制度改正等の主な経緯

年 月 内 容

平成13年６月

平成13年10月

平成16年10月

平成17年10月

平成22年１月

平成23年８月

平成25年６月

平成26年４月

平成28年５月

平成28年７月

平成28年９月

平成29年１月

平成30年１月

公布の日から２年以内

（平成30年６月まで）

確定拠出年金法の成立

確定拠出年金制度の施行

拠出限度額の引上げ、確定拠出年金へ移行する際の移換限度額の撤廃等の実施

企業年金のポータビリティの拡充

・ 厚生年金基金（企業年金連合会を含む）、確定給付企業年金から、加入者の申出に

より企業型確定拠出年金、個人型確定拠出年金へ資産移換が可能に

確定拠出年金の中途脱退の要件が緩和

拠出限度額の引上げ

年金確保支援法の成立

・ 従業員拠出（マッチング拠出）の実施（平成24年１月より実施）

・ 資格喪失年齢の引上げ（60歳→65歳）（平成26年１月より実施）

・ 脱退一時金の支給要件の緩和（平成24年１月より実施）

・ 投資教育の継続的実施の明確化（平成23年８月より実施）

改正厚生年金保険法の成立

改正厚生年金保険法の施行（厚生年金基金から確定拠出年金への移行等の支援の実施）

改正確定拠出年金法の成立

改正確定拠出年金法の平成28年７月１日施行分についての施行(企業年金連合会への投資教育の委託可能化等)

個人型確定拠出年金の愛称を「iDeCo（イデコ）」に決定

改正確定拠出年金法の施行(個人型確定拠出年金の加入者範囲の拡大等)

改正確定拠出年金法の施行(確定拠出年金の拠出規制単位の年単位化)

改正確定拠出年金法の施行（中小企業施策の充実（簡易型DC、中小事業主掛金制度の導入等））

（運用の改善（指定運用方法、運用商品提供数の上限の設定等））
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平成23年
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平成24年

度末

平成25年

度末

平成26年

度末

平成27年

度末

平成28年

度末

340．4万人
（対前年比29．4万人増

（9％増））

371．3万人
（対前年比30．9万人増

（9％増））

421．8万人
（対前年比50．5万人増

（14％増））

311．0万人
（対前年比39．9万人増

（15％増））
271．1万人

（対前年比52．4万人増
（24％増））

218．7万人
（対前年比45．4万人増

（26％増））
173．3万人

（対前年比47．8万人増
（38％増））

125．5万人
（対前年比54．7万人増

（77％増））

70．8万人
（対前年比38．3万人増

（118％増））32．5万人
（対前年比23．7万人増

（269％増））

8．8万人

439．4万人
（対前年比17．6万人増

（4％増））

464．2万人
（対前年比24．8万人増

（6％増））

505．2万人
（対前年比41．0万人増

（9％増））

548．2万人
（対前年比43．0万人増

（9％増））

591．4万人
（対前年比43．2万人増

（17％増））

企業型確定拠出年金の加入者数の推移
（万人）

（出所）厚生労働省調べ 13



iDeCo（個人型確定拠出年金）の加入者数の推移

14

（人）

□ iDeCoは平成29年１月の加入者範囲拡大後、新規加入者数が急増している。（平成29年５月末時点の累計加入者数約52万人）

（出所）国民年金基金連合会HP
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平成25年

度末

平成26年
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平成28年

12月

平成29年

１月

平成29年

２月

平成29年

３月

平成29年

４月

平成29年

５月

３号加入者

２号加入者

１号加入者

11．2万人
（対前年比
1.1万人増
(11%増)）

12．5万人
（対前年比
1.3万人増
(11%増)）

13．9万人
（対前年比
1.4万人増
(11%増)）

15．8万人
（対前年比
2.0万人増
(14%増)）

18．4万人
（対前年比
2.5万人増
(16%増)）

21．3万人
（対前年比
2.9万人増
(16%増)）

25．8万人
（対前年比
4.5万人増
(21%増)）

33．2万人
（対前月比
2.5万人増
(8%増)）

30．6万人

37．9万人
（対前月比
4.7万人増
(14%増)）

43．1万人
（対前月比
5.2万人増
(14%増)）

48．9万人
（対前月比
5.8万人増
(13%増)）

51．7万人
（対前月比
2.8万人増
(6％増)）改正法

施行後



□ iDeCoは平成29年１月の加入者範囲拡大後、新規加入者数が急増している。（平成29年５月末時点の累計加入者数約52万人）
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28.6 H28.7 H28.8 H28.9 H28.10 H28.11 H28.12 H29.1 H29.2 H29.3 H29.4 H29.5

改正法施行後

6,285 7,105 6,859 6,824 8,101 7,842 8,306

53,814

49,020

26,705

59,918

29,604

■第１号被保険者及び第２号被保険者のうち企業年金を実施していない者（従来からの加入対象者）

■第３号被保険者、第２号被保険者のうち企業年金を実施している者及び共済組合員（新規加入対象者）

iDeCo（個人型確定拠出年金）の新規加入者の推移（改正法公布後より）

改正法公布

iDeCo（個人型確定拠出年金）の新規加入者数の推移

15
（出所）国民年金基金連合会HP
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15000

20000

25000

30000

H15.3 H16.3 H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3

新規

退職金から

厚年基金・ＤＢから

適格退職年金から※

22,574

26,228

361
845

10,334

1,402

8,667
6,664

14,628
12,902

11,706

事業主数

16,440

（出所）厚生労働省調べ

17,328

確定拠出年金（企業型）の推移（設立時の移行元別・事業主数）

18,393

（※）退職金の内枠で適年を実施していた事業主を含む。

19,832
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導入割合（％）

17※ 導入規約数及び導入事業主数は、マッチング拠出を規定する規約数及び実施事業主の数を集計
導入割合は事業主単位で算出（マッチング導入事業主÷全ＤＣ実施事業主数）

（出所）厚生労働省調べ

マッチング拠出の実施状況（規約数、事業主数、導入事業主の割合）



（注）平成14年度及び平成15年度は運用商品の区分を把握していない。

（出所）厚生労働省調べ

確定拠出年金の資産残高と運用商品
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＜投資教育に関する規定の見直しの経緯＞
○平成23年8月 「年金確保支援法」

「継続教育」について事業主の配慮義務を明確化
○平成25年3月通知改正（「確定拠出年金制度について」の一部改正）

①分散投資の促進 ②投資教育の具体的内容の充実 ③限度額の使い残し対策への対応
○平成28年５月「確定拠出年金法」改正
事業主による継続投資教育の努力義務化

※確定拠出年金法（平成13年法律第88号）
（事業主の責務）
第二十二条 事業主は、その実施する企業型年金の企業型年金加入者等に対し、これらの者が行う第二十五条第一項の運用の指図に資するため、資産の運用に関する基礎的な資料の
提供その他の必要な措置を継続的に講ずるよう努めなければならない。

２ 事業主は、前項の措置を講ずるに当たっては、企業型年金加入者等の資産の運用に関する知識を向上させ、かつ、これを第二十五条第一項の運用の指図に有効に活用することがで
きるよう配慮するものとする。

（情報収集等業務及び資料提供等業務の委託）

第四十八条の二 事業主は、給付の支給を行うために必要となる企業型年金加入者等に関する情報の収集、整理又は分析の業務（運営管理業務を除く。以下「情報収集等業務」という。）
及び企業型年金加入者等による運用の指図に資するために行う資産の運用に関する基礎的な資料の提供その他の必要な措置に係る業務（以下「資料提供等業務」という。）の全部又は
一部を、企業年金連合会（確定給付企業年金法第九十一条の二第一項に規定する企業年金連合会をいう。以下同じ。）に委託することができる。

投資教育について

＜投資教育の位置付け＞

○確定拠出年金においては、加入者の運用が円滑に実施されるよう、事業主が労働者に対して、投資教
育、情報開示等の体制を整備すべきとの考え方に基づき、法律上、事業主に対して投資教育等の努力義
務が課されている。

＜改正確定拠出年金法による投資教育の見直し＞
加入者の投資知識等の向上

投資教育実施率（2015年度）

継続投資教育の
努力義務化

従来、配慮義務となっていた継
続投資教育について努力義務とす
ることにより、投資教育の継続実
施を促す。

導入時 概ね１００％

継続 ６０．９％

⇒投資知識を継続的に得る機会に乏

しい加入者が一定数存在。
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確定拠出年金（掛金建て年金） 確定給付企業年金（給付建て年金）

国民年金基金

制度 企業型 個人型
厚生年金基金

（厚生年金の一部を代行）
確定給付企業年金

(代行部分を持たない企業年金)
閉鎖型

適格退職年金

拠出時
非課税

※事業主拠出：法人税
法上、損金算入が可能

非課税
※加入者拠出：小規模
企業共済等掛金控除

非課税
※事業主拠出：法人税法上、

損金算入が可能

非課税
※事業主拠出：法人税法上、

損金算入が可能
※加入者拠出：生命保険料控除

非課税

運用時
特別法人税課税

（特例措置により平成３１年度まで凍結）

実質非課税
（代行部分の３．２３倍を超える部
分に課税。特例措置により平成
３１年度まで凍結）

特別法人税課税
（特例措置により平成３１年度まで凍結）

※加入者拠出分：非課税

非課税

給付時

年金：公的年金等控除
（一定額までは非課税）

一時金：退職所得控除

年金：公的年金等控除
（一定額までは非課税）

一時金：退職所得控除

年金：公的年金等控除
（一定額までは非課税）

一時金：退職所得控除
※加入者拠出相当分：非課税

年金：公的年金等
控除
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企業年金等における税制について


